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序　課題と方法　













































































































































測る」方法として単位制が導入された。1週 1時間で年間 35週を 1単位とする基準で学習量を測定し，
3年間で 85単位に達すれば卒業が認められる。普通課程・職業課程・定時制課程を問わず，すべて
































































































ら 1955年までの同校の歴史を時期区分すると，第 1期は，1948～ 1949年の創設準備期で自由選択
制の総合制（図表 2），1950～ 1951年の第 2期が複数課程並置のコース分け総合制，そして次の第 3
期は 1952～ 1955年で，実業学校を分離独立させて，単独の普通課程内を細分化したコース分けの時
期である（24）。



















































































（第 1次）教育課程審議会では，昭和 27年 12月 19日の第 1回会議以来，中等教育課程分科審議会，
高等学校教育課程改善特別委員会を開くなど，新制高等学校の見直しに着手したが，上述の総合制の
理念に親和性を持つ委員と，現実に生起している「多様性」への対応を重視する委員とが対立して決
着せず，昭和 28年 11月 12日の「中間まとめ」で終った（30）。文部省は，昭和 29年度から新教育課
程実施の予定であったが，（第 1次）教育課程審議会の審議は，文部省の期待するようには進行せず，































た『各科目 5単位，1年で完結』の現行方針も，必ずしも固守しない」，第 8項の卒業 85単位，そし
て第 9項の普通課程の改善結果をふまえて職業課程の再検討する案も，原案通り承認された。以上の
編成原則に基いて，国語（9），社会（10），数学（6），理科（7），保健体育（9），芸能（2）の計 43










今後の審議に合わせて委員を改選して（第 2次）教育課程審議会を再開した。第 1回開催（昭和 29
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年 8月）から早くも 2か月後の 10月 14日には最終答申を出す運びとなった（33）。
さて，（第 2次）教育課程審議会は，昭和 29年 8月 23日の第 1回会議で，初等中等局長より「勝
手ではあるが早く結論を出していただきたい」と早期決着が要請され，かつ，「新しい観点から研究
していただきたい」と，中間報告にこだわらない審議を進めることも要請された。第 2回審議会（1954





























































1954（昭和 29）年 10月 14日に教育課程審議会は文部大臣に「教育課程の改善，特に高等学校の
教育課程について」を第 1次答申することで教育課程の編成原則を明らかにし（図表 4），次いで
1955年 2月 9日には「普通科における教育課程編成の具体例」（図表 5）を第 2次答申した。これを
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図表 5　普通課程の 5分化（一般系，家庭・職業系，文理 5教科系，文系，理系）
コース Ａ Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ
学年教科 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3 1 2 3
国語 4 5 5 4 3 3 4 7 5 4 7 7 4 3 3
社会 5 4 4 5 3 4 5 3 5 5 4 8 5 3 4
数学 6 3 0 6 3 0 6 3 3 6 3 0 6 6 3
理科 5 3 3 5 3 3 5 5 3 5 3 3 5 5 8
保健体育 3 4 4 3 4 4 3 4 4 3 4 4 3 4 4
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